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平成 年 月 日（金）

号外第 号

15 12 26

169

毎週火 金曜日発行･

公布 条例

◇ 職員 退職手当 関 条例等 一部 改正 条例（ ）（職員課）…………………………

◇職員 退職手当 関 条例等 一部 改正 条例

長期勤続者 支給 退職手当 係 調整率 分 （現行 分 ） 。

（附則第 項、附則第 項関係）

雇用保険法 一部改正 伴 所要 改正 行 。（第 条関係）

退職手当 支給 職員 臨時的任用職員 除 。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。 、 関 事項 、公布 日

施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

職員 退職手当 関 条例等 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

職員 退職手当 関 条例等 一部 改正 条例

（職員 退職手当 関 条例 一部改正）

第 条 職員 退職手当 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中項及 号 表示 下線 引 項及 号（以下 条 「移動項等」 。）

対応 同表 改正後 欄中項及 号 表示 下線 引 項及 号（以下 条 「移動後項等」

。） 存在 場合 、当該移動項等 当該移動後項等 、移動項等 対応 移動後項等 存在

場合 、当該移動項等（以下 条 「削除項等」 。） 削 、移動後項等 対応

移動項等 存在 場合 、当該移動後項等（以下 条 「追加項等」 。） 加 。
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改 正 後 改 正 前

（退職手当 支給）

第 条 条例 規定 退職手当 、給与条例第

条 規定 職員 常時勤務 服 要

（再任用職員（地方公務員法（昭和 年法律

第 号）第 条 第 項、第 条 第 項又

第 条 第 項若 第 項 規定 採用

者 。次項 同 。）及 臨時的任用

職員（同法第 条 規定 基 臨時的 任用

職員、女子教職員 出産 際 補助教職員 確保

関 法律（昭和 年法律第 号）第 条第 項

規定 基 臨時的 任用 職員及 地方公務

員 育児休業等 関 法律（平成 年法律第 号）

第 条第 項 規定 基 臨時的 任用 職員

。次項 同 。） 除 。以下「職員」

。） 退職 場合 、 者（死亡 退

職 場合 、 遺族） 支給 。

職員以外 者（再任用職員及 臨時的任用職員 除

。） 、職員 定 勤務時間

以上勤務 日（法令 、勤務 要

、又 休暇 与 日 含 。） 日以上

月 引 続 月 超 至 、

超 至 日以後引 続 当該勤務時間

勤務 、職員 、

条例（第 条中 年以上勤続 者 退職 係

部分並 年以上 年未満 期間勤続 者 通勤

負傷又 病気（以下「傷病」 。）

退職及 死亡 退職 係 部分以外 部分並

第 条中公務上 傷病又 死亡 退職 係 部分

並 年以上勤続 者 通勤 傷病 退

職及 死亡 退職 係 部分以外 部分 除 。）

規定 適用 。

（失業者 退職手当）

第 条 勤続期間 月以上 退職 職員（第 項又

第 項 規定 該当 者 除 。） 、第

号 掲 額 第 号 掲 額 満 、

当該退職 職員 雇用保険法（昭和 年法律第

号）第 条第 項 規定 受給資格者 、当該退職

職員 基準勤続期間 年月数 同法第 条第 項

規定 算定基礎期間 年月数 、当該退職 日

同法第 条第 項第 号 規定 離職 日 、同法

（退職手当 支給）

第 条 条例 規定 退職手当 、給与条例第

条 規定 職員 常時勤務 服 要

（地方公務員法（昭和 年法律第 号）第

条 第 項、第 条 第 項又 第 条 第

項若 第 項 規定 採用 者（次項

「再任用職員」 。） 除 。以下「職

員」 。） 退職 場合 、 者（死亡

退職 場合 、 遺族） 支給 。

職員以外 者（再任用職員 除 。） 、職員

定 勤務時間以上勤務 日（法

令 、勤務 要 、又 休暇 与

日 含 。） 日以上 月 引 続

月 超 至 、 超 至 日

以後引 続 当該勤務時間 勤務

、職員 、 条例（第 条中

年以上勤続 者 退職 係 部分並 年以上

年未満 期間勤続 者 通勤 負傷又 病気

（以下「傷病」 。） 退職及 死亡

退職 係 部分以外 部分並 第 条中公務上 傷

病又 死亡 退職 係 部分並 年以上勤続

者 通勤 傷病 退職及 死亡 退

職 係 部分以外 部分 除 。） 規定 適用 。

（失業者 退職手当）

第 条 勤続期間 月以上 退職 職員（第 項又

第 項 規定 該当 者 除 。） 、第

号 掲 額 第 号 掲 額 満 、

当該退職 職員 雇用保険法（昭和 年法律第

号）第 条第 項 規定 受給資格者 、当該退職

職員 基準勤続期間 年月数 同法第 条第 項

規定 算定基礎期間 年月数 、当該退職 日

同法第 条第 項第 号 規定 離職 日 、同法
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次 表 改正前 欄中下線 引 部分（項 表示及 削除項等 除 。以下 条 「改正部分」

。） 対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（項 表示及 追加項等 除 。以下 条

「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対

応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分 存在

場合 、当該改正後部分 加 。
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第 条第 項 規定 特定受給資格者 相当

規則 定 者 同項 規定 特定受給資

格者 同法第 条第 項 規定 適用 場

合 同項各号 掲 受給資格者 区分 応 、

当該各号 定 期間（当該期間内 妊娠、出産、育

児 他規則 定 理由 引 続 日以上職

業 就 者 、規則 定

知事 旨 申 出 場合 、当該理由

職業 就 日数 加算 、

加算 期間 年 超 、 年

。以下 条 「支給期間」 。）内

失業 場合 、第 号 規定 一般

退職手当等 額 第 号 規定 基本手当 日額

除 得 数（ 未満 端数 、 切

捨 。） 等 日数（以下「待期日数」 。）

超 失業 、第 号 規定 一般

退職手当等 、 超 部分 失業 日

第 号 規定 基本手当 日額 相当 金額 、

退職手当 、同法 規定 基本手当 支給

条件 従 支給 。 、同号 規定 所定給

付日数 待期日数 減 日数分 超 支給

。

（ ）及 （ ） 略

～ 略

第 項、第 項及 第 項 前項 定

、第 項又 第 項 規定 退職手当

支給 受 者 次 各号 規定 該当

対 、 当該各号 掲 金額

、退職手当 、雇用保険法 規定 技能習

得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費

又 広域求職活動費 支給 条件 従 支給 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 職業 就 者 雇用保険法第 条 第 項

規定 就業促進手当 額 相当 金額

（ ）及 （ ） 略

略

第 項第 号 掲 退職手当 支給

、第 項、第 項又 第 項 規定 適用

、当該支給 金額 相当 日数分 第 項

又 第 項 規定 退職手当 支給

。

第 条第 項 規定 特定受給資格者 相当

規則 定 者 同項 規定 特定受給資

格者 同法第 条第 項 規定 適用 場

合 同項各号 掲 受給資格者 区分 応 、

当該各号 定 期間（当該期間内 妊娠、出産、育

児 他規則 定 理由 引 続 日以上職

業 就 者 、規則 定

知事 旨 申 出 場合 、当該理由

職業 就 日数 加算 、

加算 期間 年 超 、 年

。以下 条 「支給期間」 。）内

失業 場合 、第 号 規定 一般

退職手当等 額 第 号 規定 基本手当 日額

除 得 数（ 未満 端数 、 切

捨 。） 等 日数（以下「待期日数」 。）

超 失業 、第 号 規定 一般

退職手当等 、 超 部分 失業 日

第 号 規定 基本手当 日額 相当 金額 、

退職手当 、同法 規定 基本手当 支給

条件 従 支給 。 、同号 規定 所定給

付日数 待期日数 減 日数分 超 支給

。

（ ）及 （ ） 略

～ 略

第 項、第 項及 第 項 前項 定

、第 項又 第 項 規定 退職手当

支給 受 者 次 各号 規定 該当

対 、 当該各号 掲 金額

、退職手当 、雇用保険法 規定 技能習

得手当、寄宿手当、傷病手当、再就職手当、常用就職

支度金、移転費又 広域求職活動費 支給 条件 従

支給 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 前 項 該当 者以外 者 、安

定 職業 就 雇用保険法第 条 第

項 規定 再就職手当 額 相当 金額

（ ） 身体障害者 他 就職 困難 者 雇用

保険法第 条第 項 規定 該当 者

、安定 職業 就 （前号 再就職

手当 額 相当 金額 支給 受

者 除 。） 同条第 項 規定 常用就職支

度金 額 相当 金額

（ ）及 （ ） 略

略

第 項第 号又 第 号 掲 退職手当 支

給 、第 項、第 項又 第 項 規定

適用 、当該支給 金額 相当

日数分 第 項又 第 項 規定 退職手当 支

給 。
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第 項第 号 掲 退職手当 支給

、第 項、第 項又 第 項 規定 適用

、次 各号 掲 退職手当 、当該各号 定

日数分 第 項又 第 項 規定 退職手当

支給 。

（ ） 雇用保険法第 条 第 項第 号 該当

者 係 就業促進手当 相当 退職手当 当該

退職手当 支給 受 日数 相当 日数

（ ） 雇用保険法第 条 第 項第 号 該当

者 係 就業促進手当 相当 退職手当 当該

就業促進手当 同条第 項 規定 基本

手当 支給 日数 相当 日

数

第 項 規定 、第 項又 第 項 規定 退

職手当 支給 受 者（ 規定

退職手当 支給 受 者 、当該退職

手当 支給 係 退職 日 翌日 起算 月

経過 含 。） 準用 。

場合 、第 項中「次 各号」

「第 号 第 号 」 、「技能習得手当、寄宿

手当、傷病手当、就業促進手当」 「就業促

進手当」 読 替 。

偽 他不正 行為 第 項、第 項、第

項 第 項 又 前項 規定 退職手当

支給 受 者 場合 、雇用保険法第 条

規定 例 。

略

附 則

～ 略

昭和 年 月 日 旧日本国有鉄道 職員 在

職 者 、引 続 日本国有鉄道改革法第

条第 項 規定 承継法人 同条第 項 規

定 運輸大臣 指定 法人以外 又 同法

第 条 規定 日本国有鉄道清算事業団 債務等

処理 関 法律（平成 年法律第 号）附則第

条第 項 規定 解散前 日本国有鉄道清算事業

団（以下 項 「承継法人等」 。）

職員 、 、引 続 承継法人等 職員

在職 後引 続 職員 場合

者 退職手当 算定 基礎 勤続期間 計算

、 者 同日 旧日本国有鉄道 職員

在職期間及 昭和 年 月 日以後 承継法人

等 職員 在職期間 職員 引 続

在職期間 。 、 者 承継法人等 退

職 退職手当（ 相当 給付 含

。） 支給 受 、 限 。

当分 間、 年以上 年以下 期間勤続 退職

者又 年未満 期間勤続 附則第 項 規定

第 項 規定 、第 項又 第 項 規定 退

職手当 支給 受 者（ 規定

退職手当 支給 受 者 、当該退職

手当 支給 係 退職 日 翌日 起算 箇月

経過 含 。） 準用 。

場合 、第 項中「次 各号」

「第 号 第 号 」 、「技能習得手当、寄宿

手当、傷病手当、再就職手当、常用就職支度金」

「常用就職支度金」 読 替 。

偽 他不正 行為 第 項、第 項、第

項 第 項 又 前項 規定 退職手当

支給 受 者 場合 、雇用保険法第 条

規定 例 。

略

附 則

～ 略

昭和 年 月 日 旧日本国有鉄道 職員 在

職 者 、引 続 日本国有鉄道改革法第

条第 項 規定 承継法人 同条第 項 規

定 運輸大臣 指定 法人以外 又 同法

第 条 規定 日本国有鉄道清算事業団（以下

項 「承継法人等」 。） 職員 、

、引 続 承継法人等 職員 在職 後引

続 職員 場合 者 退職手当

算定 基礎 勤続期間 計算 、

者 同日 旧日本国有鉄道 職員 在職期

間及 昭和 年 月 日以後 承継法人等 職員

在職期間 職員 引 続 在職期間

。 、 者 承継法人等 退職

退職手当（ 相当 給付 含 。） 支給

受 、 限 。

当分 間、 年以上 年以下 期間勤続 退職

者又 年未満 期間勤続 附則第 項 規定
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に げる の があったとき

は は の の について

は の に げる ごとに に

める の は の による

の があったものとみなす

の イに す

る に る に する

の を けた に する

の ロに す

る に る に する

について の により

を したものとみなされる に する

の は は の による

の を けることができる これらの

により の を けた であって

の に る の の から して を

していないものを む について する こ

の において の とあるのは

から まで と

とあるのは

と み えるものとする

りその の によって

から まで は の による の

を けた がある には の

の の による

に の として

していた が き いて

に する であって の

により が する のもの は

に する の の

に する

の による の

この において という の

となり かつ き き の として

した き いて となった におけるその

の の の となる の につ

いては その の までの の と

しての び の

の としての を としての き いた

とみなす ただし その が を

したことにより これに する を

む の を けているときは この りでない

の の して し

た は の して の に

の は は の による

の を けることができる これらの

により の を けた であって

の に る の の から して

を していないものを む について する

この において の とあるのは

から まで と

とあ

るのは と み えるものとする

りその の によって

から まで は の による の

を けた がある には の

の の による

に の として

していた が き いて

に する であって の

により が する のもの は

に する この

において という の となり

かつ き き の として した

き いて となった におけるその の

の の となる の については その

の までの の としての

び の の とし

ての を としての き いた とみ

なす ただし その が を したことに

より これに する を む の

を けているときは この りでない

の の して し

た は の して の に
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該当 退職 者（条例第 号附則第 項 規定

該当 者及 傷病又 死亡 、 者 都

合 退職 者 除 。） 対 退職手当 額

、第 条 第 条 規定 計算 額

分 乗 得 額 。

当分 間、 年 期間勤続 退職 者（条例第

号附則第 項 規定 該当 者 除 。） 第

条 規定 該当 退職 （傷病又 死亡

、 者 都合 退職 者 除 。）

対 退職手当 額 、 者 勤続期間 年

前項 規定 例 計算 得 額 。

～ 略

平成 年 月 日 日本国有鉄道清算事業団 債務

等 処理 関 法律附則第 条第 項 規定

解散前 日本国有鉄道清算事業団（以下「旧事業団」

。） 職員 在職 者（同法附則第 条

規定 改正前 日本国有鉄道改革法等施行法

（昭和 年法律第 号）第 条第 項 規定 適用

受 者 限 。） 、引 続 独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備支援機構法（平成 年法律第

号）附則第 条第 項 規定 解散前 日本鉄道

建設公団（以下「旧公団」 。） 職員 、

、引 続 旧公団 職員 在職 後引 続

職員 場合 者 退職手当 算

定 基礎 勤続期間 計算 、 者

旧日本国有鉄道 職員 在職期間、旧事業団

職員 在職期間及 旧公団 職員 在職

期間 職員 引 続 在職期間 。

、 者 旧事業団又 旧公団 退職

退職手当（ 相当 給付 含 。） 支給

受 、 限 。

該当 退職 者（条例第 号附則第 項 規定

該当 者及 傷病又 死亡 、 者 都

合 退職 者 除 。） 対 退職手当 額

、第 条 規定 、第 条 第 条

規定 計算 額 分 乗

得 額 。

当分 間、 年 超 年以下 期間勤続 退職

者（条例第 号附則第 項 規定 該当 者

除 。） 第 条 規定 該当 退職

（傷病又 死亡 、 者 都合 退職

者 除 。） 対 退職手当 額 、 者 勤

続期間 年 前項 規定 例 計算 得

額 。

～ 略

改 正 後 改 正 前

附 則

及 略

（経過措置）

適用日 在職 職員（適用日 改正前 職員 退

附 則

及 略

（経過措置）

適用日 在職 職員（適用日 改正前 職員 退

する をした の

に する び は によらず その の

により した を く に する の

は から までの により した に

それぞれ の を じて た とする

の の して した

の に する を く で

の に する をしたもの は に

よらず その の により した を く に

する の は その の を とし

て の の により して られる とする

に の

の に する の による

の

という の として する

の による の

の の を

けた に る が き いて

の による の

という の となり

かつ き き の として した き

いて となった におけるその の の

の となる の については その の

の としての の

としての び の としての

を として き いた とみなす ただ

し その が は を したことによ

り これに する を む の を

けているときは この りでない

する をした の

に する び は によらず その の

により した を く に する の

は の にかかわらず から ま

での により した にそれぞれ の を

じて た とする

の を え の して

した の に する を

く で の に する をしたもの

は によらず その の により し

た を く に する の は その の

を として の の により して

られる とする

び

に する に の の

び

に する に の の
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（職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例 一部改正）

第 条 職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削

。

の に する の を する の

の に する の を する の を のように

する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

る

２ 48 36
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職手当 関 条例（以下「旧条例」 。）第

条第 項 規定 公庫等職員（以下「指定法人職員」

。） 在職 者 、適用日前 職員

引 続 指定法人職員 者又 適用日

他 公務員、企業職員等若 教育長 在職

者 、指定法人職員又 他 公務員、企業職員等若

教育長 在職 後引 続 職員

含 。次項及 附則第 項 同 。）

、適用日以後 新条例第 条中傷病 退職

者 係 退職手当 関 部分又 新条例第 条

（傷病又 死亡 、 者 都合 退職

者 係 退職手当 関 部分 除 。）、第 条若

附則第 項 規定 該当 退職 、 、

勤続期間 年以上 年以下（同項 規定 該当

退職 者 、 年未満） 者

対 退職手当 額 、新条例第 条 第 条

及 附則第 項 規定 、当分 間、

新条例第 条 第 条 規定 計算

額 分 乗 得 額 。

適用日 在職 職員 、適用日以後 新条例

第 条（傷病又 死亡 、 者 都合

退職 者 係 退職手当 関 部分 除 。）

規定 該当 退職 、 、 勤続期間 年

者 対 退職手当 額 、新条例第 条及

附則第 項 規定 、当分 間、 者

勤続期間 年 前項 規定 例 計算

得 額 。

適用日 在職 職員 、適用日以後 新条例

第 条 規定 該当 退職 、 、 勤続期

間 年 超 者 対 退職手当 額 、新条例

第 条、第 条 及 附則第 項 規定

、当分 間、 者 勤続期間 年 附則第

項 規定 例 計算 得 額 。

～ 略

職手当 関 条例（以下「旧条例」 。）第

条第 項 規定 公庫等職員（以下「指定法人職員」

。） 在職 者 、適用日前 職員

引 続 指定法人職員 者又 適用日

他 公務員、企業職員等若 教育長 在職

者 、指定法人職員又 他 公務員、企業職員等若

教育長 在職 後引 続 職員

含 。次項及 附則第 項 同 。）

、適用日以後 新条例第 条中傷病 退職

者 係 退職手当 関 部分又 新条例第 条

（傷病又 死亡 、 者 都合 退職

者 係 退職手当 関 部分 除 。）、第 条若

附則第 項 規定 該当 退職 、 、

勤続期間 年以上 年以下（同項 規定 該当

退職 者 、 年未満） 者

対 退職手当 額 、新条例第 条 第 条

、第 条及 附則第 項 規定 、当

分 間、新条例第 条 第 条 規定

計算 額 分 乗 得 額

。

適用日 在職 職員 、適用日以後 新条例

第 条（傷病又 死亡 、 者 都合

退職 者 係 退職手当 関 部分 除 。）

規定 該当 退職 、 、 勤続期間 年

超 年以下 者 対 退職手当 額 、新

条例第 条及 附則第 項 規定 、当分

間、 者 勤続期間 年 前項 規定 例

計算 得 額 。

適用日 在職 職員 、適用日以後 新条例

第 条 規定 該当 退職 、 、 勤続期

間 年 超 者 対 退職手当 額 、新条例

第 条、第 条 、第 条及 附則第 項 規定

、当分 間、 者 勤続期間 年

附則第 項 規定 例 計算 得 額

。

～ 略
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する

に する のうち に

は によらず その の により
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附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。 、第 条中職員 退職手当 関 条例第 条及 附

則第 項 改正並 同条例附則第 項 次 項 加 改正並 附則第 項 附則第 項 規定

、公布 日 施行 。

（臨時的任用職員 関 経過措置）

条例 施行 日（以下 項及 次項 「施行日」 。） 現 第 条 規定 改正後

職員 退職手当 関 条例（以下「新条例」 。）第 条第 項 規定 職員 在職 者

同項 規定 臨時的任用職員（以下 項及 次項 「臨時的任用職員」 。） 在職期

間 有 （臨時的任用職員 引 続 新条例第 条第 項 規定 職員 者 限 。）及
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び の に に として する で き いて に する となっ

たもの の はその に び となった き いて に する

となった を む の に する の については その の とし

ての を に する としての き いた とみなす

に した び の に に として する が

に した その が の はその に び となった した を む

におけるその の については なお の による

の に する

この の の この から までにおいて という に した に

る の による の の については から までに めるものを

き なお の による

び の は に に いた に する に

げる の について し に に いた に する の による の

の に する この から までにおいて という

の び に げる の については なお の による

にした りその の によって の による の の を けた

に するその の の は を すること はその の の に する

の を することの については なお の による

の は に りの は をした は

の に する をいう に して

し に りの は をした に する の の を けた と し

て の による の の は を ぜられた の をすることの

については なお の による

から までの において の までに した に する から

の までの における の の については の

とあるのは の を する

による の という と びに

から まで び とあるのは とする

び の にかかわらず から の までの に した

のうち の により を けることができる の の の は で

めるところによる

び の にかかわらず に した が から

の までの に に いた は の を する

に する の の により に げる に する

を する ただし これらの のうち の は の により

を けることができるものの の の は で めるところによる

から の までの に した に して から の

までの に の により われた は の による の の と

みなす

の に する

の を える して した で の に する をしたものに する

の は の にかかわらず その が の に する をしたものとし か

つ その の を として の の により して られる とする

への

から までに めるもののほか この の に し な は で める

施行日 前日 現 臨時的任用職員 在職 者 引 続 新条例第 条第 項 規定 職員

（退職 日又 翌日 再 臨時的任用職員 後引 続 新条例第 条第 項 規定 職

員 者 含 。） 新条例第 条 規定 勤続期間 計算 、 者 臨時的任用職員

在職期間 同条第 項 規定 職員 引 続 在職期間 。

施行日前 退職 臨時的任用職員及 施行日 前日 現 臨時的任用職員 在職 者 施行日以後

最初 退職 場合（ 者 退職 日又 翌日 再 臨時的任用職員 後退職 場合 含 。）

者 退職手当 、 従前 例 。

（失業者 退職手当 関 経過措置）

条例 公布 日（以下 項 附則第 項 「公布日」 。）前 退職 職員 係

新条例第 条 規定 失業者 退職手当 支給 、次項 附則第 項 定 除

、 従前 例 。

新条例第 条第 項第 号及 第 項 規定 、公布日以後 職業 就 者 対 同条第 項第 号

掲 退職手当 支給 適用 、公布日前 職業 就 者 対 第 条 規定 改正前 職員

退職手当 関 条例（以下 項 附則第 項 「旧条例」 。）第 条第 項第 号

及 第 号 掲 退職手当 支給 、 従前 例 。

公布日前 偽 他 不正行為 新条例第 条 規定 失業者 退職手当 支給 受

者 対 失業者 退職手当 全部又 一部 返還 又 失業者 退職手当 額 相当 額

以下 金額 納付 命令 、 従前 例 。

新条例第 条第 項 規定 、公布日以後 偽 届出、報告又 証明 事業主又 職業紹介事業者等

（雇用保険法（昭和 年法律第 号）第 条 第 項 規定 職業紹介事業者等 。） 対 適用

、公布日前 偽 届出、報告又 証明 事業主 対 失業者 退職手当 支給 受 者 連帯

新条例第 条第 項 規定 失業者 退職手当 返還又 納付 命 金額 納付 命

令 、 従前 例 。

附則第 項 前項 場合 、公布日 前日 退職 職員 関 平成 年 月 日

公布日 前日 間 旧条例第 条 規定 適用 、同条第 項各号列記以外 部分中「雇

用保険法（昭和 年法律第 号）」 「雇用保険法等 一部 改正 法律（平成 年法律第 号）

改正前 雇用保険法（昭和 年法律第 号。以下「旧雇用保険法」 。）」 、同項第 号並

同条第 項、第 項 第 項 、第 項及 第 項中「雇用保険法」 「旧雇用保険法」 。

附則第 項、第 項及 前項 規定 、平成 年 月 日 公布日 前日 間 退職

職員 旧条例第 条 規定 退職手当 受 者 失業者 退職手当 額 、規則 定

。

附則第 項、第 項及 第 項 規定 、平成 年 月 日前 退職 職員 同日 公布日

前日 間 職業 就 場合 、雇用保険法等 一部 改正 法律（平成 年法律第 号）附則第

条 規定 就業促進手当 支給 例 新条例第 条第 項第 号 掲 就業促進手当 相当 退職

手当 支給 。 、 者 旧条例第 条第 項第 号 又 第 号 規定 退職手当

受 失業者 退職手当 額 、規則 定 。

平成 年 月 日 公布日 前日 間 退職 職員 対 、平成 年 月 日 公布日 前日

間 旧条例第 条 規定 支払 退職手当 、前 項 規定 失業者 退職手当 内払

。

（長期勤続者 退職手当 関 経過措置）

当分 間、 年 超 期間勤続 退職 者 新条例第 条 規定 該当 退職 対

退職手当 額 、同条 規定 、 者 新条例第 条 規定 該当 退職 、

、 者 勤続期間 年 新条例附則第 項 規定 例 計算 得 額 。

（規則 委任）

附則第 項 前項 定 、 条例 施行 関 必要 事項 、規則 定 。
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